
 

 

 

 

 

 

特定建設作業の届出のしおり 
 

特定建設作業の実施の届出は 

作業開始の「7日前まで」に！ 
 

 

 

 

工事現場周辺の生活環境の保全を図りましょう！ 

 

 

 

 

 

枚方市 環境部 環境指導課 
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届出について  

 
１  届出が必要な建設作業（特定建設作業）  

「特定建設作業届出一覧表」（Ｐ３）を参照してください。  

 

２  届出義務者  

 ・発注者から直接工事を請負った元請業者に義務があります。  

 ・法人の場合は、代表者（代表権を有する者）が届出者となります。  

    共同企業体の場合は、協定書等に定める共同企業体の名称を記入したうえ、代表会社

 の所在地、名称、代表者氏名を併記し、押印すること（代表者本人の署名でも可）に

 より届出を行ってください。  

 

３  届出の提出期限  

 特定建設作業開始の日の７日前までに提出してください。（法令等の特別の規定に該当

 する場合を除く。）「７日前までに」とは「中７日をあける」ことを意味します。 

 但し、土、日、祝休日および年末年始は閉庁していますので日数に余裕をもって提出し

 てください。 

 （例） 

     ３日  ４日  ５日  ６日  ７日  ８日  ９日  １０日  １１日 

      （火）  （水） （木） （金） （土） （日） （月）  （火）  （水） 

    （届出日）                           （工事開始日） 

 

４  届出書類  

 特定建設作業について次の届出書類を作成してください。  

 記載の方法については記載例を参考にしてください。  

 ①特定建設作業実施届出書（表紙） 

 

 ②添付書類 

 ・特定建設作業の種類別の仕様と工程表（別紙） 

 ・公害の防止方法（別表） 

 ・特定建設作業が行われる場所の周辺見取図 

 ・特定建設作業が行われる作業現場内の施設配置図 

   

  

届出書類は環境指導課ホームページからダウンロードできます。 

市ホームページトップページ(http://www.city.hirakata.osaka.jp/) 

枚方市役所分室環境指導課にも備えていますので、ご利用ください。 

 

 

 

 

 

 

７日間 

http://www.city.hirakata.osaka.jp/
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 ※次の条件の場合、必要な書類  

 ・法令で原則として禁止されている日曜日その他休日及び夜間の時間帯に特定建設作

業を行う必要がある場合は、その旨を証する書面   

【例：警察署への道路占有許可申請の写し等】 

   ・届出者に代表権がない場合：委任状（写しでも可ですが、原本照合のため、必ず原

本一部を持参してください。）  

      ・会社が管財人の管理下にある場合：管財人の委任状（写しでも可ですが、原本照合

のため、必ず原本一部を持参してください。）  

 

５  提出部数  

    受付窓口へは、特定建設作業の種類ごとに「正本１部、写し１部」の計２部を提出して 

ください。写しはその場で返却しますので保管してください。  

 

６  特定建設作業の期間 

 特定建設作業の実施の期間は概ね３か月を超えない期間としてください。 

 作業期間が概ね３か月を超える場合は、再度前項に準ずる届出を行ってください。 

 

７  提出先 

 枚方市役所分室 環境部 環境指導課  

 〒573-0026 大阪府枚方市朝日丘町２番１７号 

     直通電話 050-7102-6015  E-Mailアドレス kankyoushidou@city.hirakata.osaka.jp 

 

８  届出は義務です！  

 ７日前までの届出は義務付けられています。  

  

 (騒音規制法第14条) 

    指定地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当該特定建

設作業の開始の日の７日前までに、環境省令で定めるところにより、次の事項を市町村 

 長に届け出なければならない。  

 (大阪府生活環境の保全等に関する条例第93条)  

 規制地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者は、当該特定建 

 設作業の開始の日の 7日前までに、規則で定めるところにより、次の事項を市長に届け 

 出なければならない。 

 「届出をせず、若しくは虚偽の届出をした者は、3万円以下（騒音規制法）、10万円以下

 （振動規制法、大阪府生活環境の保全等に関する条例）の罰金に処する。」ことが規定さ      

れています。  

 

９  石綿含有建築材料  

石綿含有建築材料が使用されている場合は、早めに相談してください。  

（１４日前までに、石綿排出等作業にかかる届出が必要となる場合もあります。） 
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■ 騒音に係る特定建設作業 

（騒音規制法第２条第３項、大阪府生活環境の保全等に関する条例第 82 条第２項） 

適 用 特 定 建 設 作 業 の 種 類  

法 

・ 

府条例 

１．くい打ち機（もんけんを除く。）、くい抜機又はくい打くい抜機（圧入式くい打

 くい抜機を除く。）を使用する作業（くい打機をアースオーガーと併用する作

 業を除く。） 

２．びょう打機を使用する作業 

３．さく岩機を使用する作業（注１） 

４． 空気圧縮機（電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機の定格出

 力が 15kW 以上のものに限る。）を使用する作業（さく岩機の動力として使用す

 る作業を除く。） 

５．コンクリートプラント（混練機の混練容量が 0.45m3 以上のものに限る。）又は

 アスファルトプラント（混練機の混練重量が 200kg 以上のものに限る。）を設

 けて行う作業（モルタルを製造するためにコンクリートプラントを設けて行う

 作業を除く。） 

６． バックホウ（原動機の定格出力が 80kW 以上のものに限る。）を使用する作業（注

 ２） 

７．トラクターショベル（原動機の定格出力が 70kW 以上のものに限る。）を使用す

 る作業（注２） 

８．ブルドーザー（原動機の定格出力が 40kW 以上のものに限る。）を使用する作業

（注２） 

府条例 

９．６、７又は８に規定する作業以外のショベル系掘削機械（原動機の定格出力が

 20kW を超えるものに限る。）、トラクターショベル又はブルドーザーを使用する

 作業 

10．コンクリートカッターを使用する作業（注１） 

11．鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業 

（注１）作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点

間の最大距離が 50ｍを超えない作業に限ります。 

（注２）一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するもの

を使用する作業を除きます（この場合は、９で届出を行うことになります。）。 

 

■ 振動に係る特定建設作業 

（振動規制法第２条第３項、大阪府生活環境の保全等に関する条例第 82 条第２項） 

適 用 特 定 建 設 作 業 の 種 類 

法 

・ 

府条例 

１． くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を 

 除く。）又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業  

２． 鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業  

３． 舗装版破砕機を使用する作業（注１） 

４． ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業（注１） 

府条例 
５．ブルドーザー、トラクターショベル又はショベル系掘削機械（原動機の定格出

力が 20kW を超えるものに限る。）を使用する作業 

（注１）作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点

間の最大距離が 50ｍを超えない作業に限ります。 

 

特定建設作業届出一覧表 
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特定建設作業を伴う工事を行うにあたっては、 

次の基準を守ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特定建設業を伴う建設工事を施工するときは、法律、府条例に定める規制の基準を遵守     

してください。 

 
 （騒音規制法第 15 条、振動規制法第 15条、大阪府生活環境の保全等に関する条例第 94条） 

項   目 区 域 騒   音 振   動 

基 準 値 
１ 号 

８５デシベル ７５デシベル 
２ 号 

作 業 可 能 時 刻 
１ 号 午前７時～午後７時 

２ 号 午前６時～午後１０時 

最 大 作 業 時 間 
１ 号 １０時間／日 

２ 号 １４時間／日 

最 大 作 業 期 間 
１ 号 

連続６日間 
２ 号 

作 業 日 
１ 号 

日曜その他の休日を除く日 
２ 号 

・１号区域とは、第１・２種低層住居専用地域、第１・２種中高層住居専用地域、第１・

２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域の一部及び用途指

定のない地域の一部並びに工業地域のうち学校、保育所、病院、入院施設を有する診

療所、図書館及び特別養護老人ホームの周囲 80ｍの区域内の地域で空港敷地を除く地

域を指します。 

・２号区域とは、工業地域のうち 1 号区域以外の地域の他、条例では工業専用地域の一

部、空港敷地の一部及び水域の一部も該当します。 

・災害その他非常の事態の発生により特定建設作業を緊急に行う必要がある場合など、

作業時間等の適用除外が設けられています。 

・基準値は、特定建設作業の場所の敷地境界線における値です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

特定建設作業の際はもとより、それ以外の工事の際にも

周辺の生活環境には十分配慮してください。 
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特定建設作業実施届出書 
（あて先）                             平成２６年 ２月１７日 

枚 方 市 長 

住 所   枚方市○△町○丁目△番○号 

氏 名   ○△建設株式会社      ○印  

(
法人にあつては、その

名称及び代表者の氏名)代表取締役 枚方 太郎 
電話番号   ０７２－０００－００００ 
       

特定建設作業を実施するので、 

騒音規制法第 14 条第 1項（第 2項） 

振動規制法第 14 条第 1項（第 2項） 

大阪府生活環境の保全等に関する条例第 93 条第 1 項（第 2 項） 

の規定により、次のとおり届け出ます。 

建 設 工 事 の 名 称                ○○会館建替工事 

建設工事の目的に係る施設又は

工作物の種類 

構造：鉄筋コンクリート造 

階数：地上６階 地下１階       延床面積：1,500     ㎡ 

特 定 建 設 作 業 の 種 類               別紙のとおり 

特定建設作業に使用される機械

の名称、型式及び仕様 
別紙のとおり 

特 定 建 設 作 業 の 場 所               枚方市 ○○○町 2丁目 3番 40 号  

特 定 建 設 作 業 の 実 施 期 間               
平成２６年 ２月２６日 から             ９０日間 

平成２６年 ５月２６日 まで 

特 定 建 設 作 業 の 開 始 及 び 

終 了 の 時 刻               

開 始 時 刻 終 了 時 刻 作 業 日 実 働 時 間 

    ８時    １７時 日曜・その他の     ８時間 

  休日をのぞく  

騒音又は振動の防止の方法 別表のとおり 

発注者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあつては、その 

代表者の氏名 

 枚方市○○町○丁目○番○号 
  株式会社 ○○  代表取締役 ○○ ○○ 

（電話番号  072-000-0000 ） 

届出者の現場責任者の氏名及び

連絡場所 

現場責任者 牧野 次郎 
（電話番号 072-000-0000 ） 

下請負人が特定建設作業を実施

する場合は、当該下請負人の 

氏名（法人にあつては名称及び

代表者の氏名）及び住所 

枚方市△△町△丁目△番△号 
 株式会社 △△工務店 
 取締役社長 △△ △△ 

（電話番号 072-000-0000 ） 

下請負人が特定建設作業を実施

する場合は、当該下請負人の 

現場責任者の氏名及び連絡場所 

 現場責任者 浪速 三郎 
（電話番号 072-000-0000 ） 

※ 審 査 結 果               可   ・   否 
※収受印 

添 付 書 類               

 

１．特定建設作業の場所の付近見取図 

 

２．作業現場内の施設配置図 

 

備考 ※印の欄は、記載しないこと

届出者 

代表者の印鑑を

お願いします。 

見本 届出書の提出日を

記載してください。 
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別紙 

特定建設作業の種類別の仕様と工程表 
 

特定建設作業の種類並びに使用される機械の名称、型式及び仕様 

特定建設作業の種類 機械の名称 型式 能力 数 使用時間 備考 

１ 

掘削機 
 

を使用する作業 

油圧式 
バックホウ 

Ａ社 
PC-2000-6E 

出力 70kW 1 
  時  時 

8 ～ 17 

  

 

２ 

さく岩機 
 
 

を使用する作業 

油圧式大型 
ブレーカー 

Ｂ社 
HD-10 

500kg 1 

  時  時 

 8 ～ 17 

  

 

３ 

くい打ち機 

 

を使用する作業 

バイブロハンマー 
Ｃ社 
D-20 

振動数 
3000cpm 

1 
  時  時 

 8 ～ 17 

  

 

４ 

 
 

を使用する作業 

      時  時 

～ 

  

 

５ 

 

 

を使用する作業 

      時  時 

～ 

 

備考１ 特定建設作業の種類の欄には、騒音規制法施行令別表第２、振動規制法施行令別表第２、大阪
府生活環境の保全等に関する条例施行規則別表第 20 に掲げる作業の種類を記載すること。 

  ２ 能力については、バックホウ等のショベル系掘削機、トラクターショベルは、バケット容積と
原動機の定格出力を、ブルドーザーは、重量と原動機の定格出力を記入すること。 

 
特定建設作業及び当該特定建設作業に伴う建設工事の工程 

特定建設作業の種類 

特 定 建 設 作 業 の 工 程 

月
／
日 

      

 

                       

１ 

掘削機 
 

を使用する作業 

                               

２ 

さく岩機 
 

を使用する作業 

                               

３ 

くい打ち機 

 

を使用する作業 

                               

４ 

 
 

を使用する作業 

                               

５ 

 

 

を使用する作業 
                               

建設作業の工程 

 

（日曜・その他の休日を除く） 

2/26 

3/11 2/26 

5/26 

掘削作業・場内整地 残土処分 

くい打設工事 コンクリート打設作業 掘削作業 

3/3 3/24 

見本 
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別表 
 

 
 

項    目 内          容 

公害防止対策及び管理体制 

低騒音・低振動型建設機械の使用 

全機種 □一部機種 □その他 

採用する工法について 

低公害型工法 □標準型工法 □その他 

敷地境界・建物周囲 

□防音塀 パネル □防音シート  

高さ 約 １５ ｍ[ 周囲全て  □民家側全て  □民家側一部] 

散水について 

実施 （散水の数  ４ 本 ） □無 

動力源等の対策  

□防音シート等 適正配置 □その他   

交通安全対策 

  ガードマン □出入口ミラー □防音塀等の透明化 

現場周辺のパトロール 

  □定期的に実施 随時実施 □その他  □無 

騒音・振動の測定 

  □定期的に実施 随時実施 □自動測定器設置  □無 

周 知 の 方 法 等 に つ い て 

対 応 方 法 実 施 年 月 日(予定)  

説明会 (解体の場合の周知の範囲) 

□隣接地 

敷地境界線から 30m の範囲 

（  自治会全体  ） 

平成 ２６年   ２月 １６日 

□各戸説明 平成   年    月   日 

周知文配布 平成 ２６年   ２月 １０日 

標識の設置場所：解体現場入口付近 平成 ２６年  ２月 ２４日 

□その他（         ） 平成   年   月   日 

参 
 

 

考 

建築物等の解体、改造又は

補修作業を行う場合 

アスベスト関係 

事 前調査の実施日：平成２６年 １月１５日実施 

事 前 調 査 の 方 法：  分析  設計図書  □目視調査 

使用の有無： 有(天井 □壁  □その他〔      〕)  □無 

石綿の種類： □吹付け材 □断熱材  □保温材  □耐火被覆 

 成形板等(使用面積  ９００ ㎡) 

調査結果の表示年月日：平成２６年 ２月２４日（□実施 予定） 

排出ガス対策型建設機械の使用 有   □無 

本作業の終了予定日について （ ８ ）か月後 終了 

苦 情 等 管 理 体 制 

苦情対応責任者 

  現場常駐   □非常駐（その理由：            ） 

苦情対応責任者氏名及び連絡先 

 

公 害 の 防 止 方 法 

氏名 電話番号 

    牧野 次郎               000-0000-0000    

見本 


